
第71回  定 時 株 主 総 会

招 集 ご 通 知
　

日 時 2025年８月27日（水曜日）
午前10時

場 所 北海道函館市大森町16番９号
ホテル函館ロイヤル　シーサイド
２階｢ゴールデンホール｣
(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

議 案 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
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証券コード　9812
2025年８月12日

（電子提供措置の開始日　2025年８月4日）
株 主 各 位

北 海 道 函 館 市 港 町 ３ 丁 目 1 8 番 1 5 号
株式会社 テ ー オ ー ホ ー ル デ ィ ン グ ス
代表取締役社長 小笠原　康　正

【当社ウェブサイト】
　https://tohd.co.jp/news/news-ir/meeting/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）に「テーオーホール
ディングス」又は「コード」に当社証券コード「9812」を入力・検索し、「基本
情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集
通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

第71回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第71回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認
くださいますようお願い申しあげます。

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年８月26日（火曜日）午
後５時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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１．日 時 2025年８月27日（水曜日）午前10時
２．場 所 北海道函館市大森町16番９号

ホテル函館ロイヤル　シーサイド　２階「ゴールデンホール」
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目  的  事  項
報 告 事 項 １. 第71期（2024年６月１日から2025年５月31日まで）事業報告、連結計

算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第71期（2024年６月１日から2025年５月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
⑴書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表

示 がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
⑵インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効 

なものとしてお取り扱いいたします。
⑶インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わ

ず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

     

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記のインターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウ
ェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書
面をお送りいたしますが、当該書面は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、次に掲げる事
項を除いております。

①　連結計算書類の「連結注記表」
②　計算書類の「個別注記表」

従いまして、当該書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告
を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

◎今後の状況により、株主総会の運営に大きな変更が生じる場合は、インターネット上の当社ウェブ
サイト（https://tohd.co.jp/）においてお知らせいたします。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

本招集ご通知とあわせてお送りする
議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2025年８月27日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前9時30分）

2025年８月26日（火曜日）
午後５時30分到着分まで

2025年８月26日（火曜日）
午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いい
たします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード
見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

※操作画面はイメージです。

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９：00～21：00）
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( 2024年 6 月 1 日から
2025年 5 月31日まで )
事　業　報　告

１. 当社グループの現況
⑴ 当事業年度の事業の状況
① 当社グループの事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善に伴い、緩やかな回復基調で
推移いたしました。一方、不安定な国際情勢を背景に原材料価格やエネルギー価格の高騰によ
る物価高が続くなど、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような環境の中、当社グループは中期経営計画「TO　PLAN　2026」の目標達成に向
け、コア事業を中心に業績の回復および財務体質の強化に取り組みました。

この結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高が24,188百万円（前期比5.5％減）、営業
利益222百万円（前期比27.4％減）、経常利益104百万円（前期比52.9％減）、親会社株主に
帰属する当期純損失７百万円（前期は111百万円の利益）となりました。

事業別の業績は、次のとおりであります。
（木材事業）
　資材価格の高騰により全国的に住宅着工数が減退基調となったため、売上高は前期を下回り
利益面においても販売管理費の削減に取り組みましたが、運送コストの高騰や物価高の影響な
どにより前期を下回りました。
　この結果、売上高は3,417百万円（前期比13.6％減）、営業損失は12百万円（前期は38百
万円の利益）となりました。
（流通事業）
　物価上昇による消費マインドの低下に加え、天候不順による季節商品の販売が減少したこと
で売上高は減少し、利益面についても売上高の減少に伴い前期を下回る結果となりました。
　この結果、売上高は7,996百万円（前期比7.2％減）、営業利益は80百万円（前期比56.6％
減）となりました。
（建設事業）
　建築部門において、道内広域での新規受注が進捗したほか、民間建築を中心に安定的に受注
を確保しました。利益面では工事の進捗状況が堅調に推移したことで前期を上回りました。
　この結果、売上高は2,378百万円（前期比9.0％減）、営業利益は77百万円（前期比
271.7％増）となりました。
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事業区分

前連結会計年度
自2023年 ６ 月１日
至2024年 ５ 月31日

当連結会計年度
自2024年 ６ 月１日
至2025年 ５ 月31日

売上高
（百万円）

構成比
（％）

売上高
（百万円）

構成比
（％）

木 材 事 業 3,956 15.5 3,417 14.1
流 通 事 業 8,613 33.6 7,996 33.1
建 設 事 業 2,613 10.2 2,378 9.8
不 動 産 賃 貸 事 業 297 1.2 257 1.1
自 動 車 関 連 事 業 9,790 38.2 9,844 40.7
そ の 他 事 業 334 1.3 294 1.2

合　　計 25,605 100.0 24,188 100.0

（不動産賃貸事業）
　賃貸物件の稼働率は堅調に推移しております。販管費等も概ね計画通り推移しており、売上
高は前期を下回りましたが営業利益は前期並みの利益となりました。
　この結果、売上高は257百万円（前期比13.3％減）、営業利益は132百万円（前期比0.4％
減）となりました。
（自動車関連事業）
　新車販売台数は前期を下回ったものの中古車販売が好調だったことで売上高は前年並みを確
保いたしました。利益面においては経費の圧縮に取り組んだことにより、営業利益は前期を上
回りました。
　この結果、売上高は9,844百万円（前期比0.6％増）、営業利益は160百万円（前期比4.4％
増）となりました。

　事業別売上高（連結）
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② 設備投資の状況
　当連結会計年度中における設備投資額は558百万円であり、設備の増設等に係る費用であり
ます。

③ 資金調達の状況
　該当事項はありません。

④ 重要な組織再編等の状況
　該当事項はありません。

区　　分 (2 0 2 2 年
５ 月 期)
第　68　期

　
(2 0 2 3 年
５ 月 期)
第　69　期

　
(2 0 2 4 年
５ 月 期)
第　70　期

　
(2 0 2 5 年
５ 月 期)
第　71　期

　売 上 高(百万円） 27,702 26,494 25,605 24,188
親会社株主に帰属する
当期純利益又は
親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

(百万円） △28 △521 111 △7

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） （円） △4.41 △81.40 17.40 △1.18

総 資 産(百万円） 20,706 19,600 17,830 17,002
純 資 産(百万円） 1,074 472 605 599
１株当たり純資産額 （円） 142.50 51.47 70.74 72.01

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況
① 当社グループの財産及び損益の状況

（注）１. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均株式数により、ま

た、１株当たり純資産額については自己株式を控除した期末発行済株式数に基づき算出しておりま
す。
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区　　分 (2 0 2 2 年
５ 月 期)
第　68　期

　
(2 0 2 3 年
５ 月 期)
第　69　期

　
(2 0 2 4 年
５ 月 期)
第　70　期

　
(2 0 2 5 年
５ 月 期)
第　71　期

　売 上 高(百万円） 1,327 942 798 903
当期純利益又は
当期純損失（△） (百万円） 445 △568 △101 63
１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） （円） 69.48 △88.76 △15.84 9.85

総 資 産(百万円） 12,515 12,434 11,123 11,152
純 資 産(百万円） 888 319 218 281
１株当たり純資産額 （円） 138.67 49.91 34.07 43.92

② 当社の財産及び損益の状況

（注）１. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均株式数により、ま

た、１株当たり純資産額については自己株式を控除した期末発行済株式数に基づき算出しておりま
す。

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容
株式会社テーオーフォレスト 100百万円 100％ 木材・建材の販売
株式会社テーオーリテイリング 50百万円 81.0％ ＤＩＹ用品及び食料品等の販売

株 式 会 社 テ ー オ ー デ パ ー ト 10百万円 100％ 家具専門店、消費者ローン（自社ロー
ン）

株式会社テーオー総合サービス 50百万円 100％ 損害保険代理店業及び生命保険募集
業、リース業

小 泉 建 設 株 式 会 社 50百万円 100％ 建設工事業
函 館 日 産 自 動 車 株 式 会 社 50百万円 100％ 自動車販売及び自動車修理
北 見 日 産 自 動 車 株 式 会 社 90百万円 100％ 自動車販売及び自動車修理
北見三菱自動車販売株式会社 90百万円 100％ 自動車販売及び自動車修理
オホーツクスズキ販売株式会社 8百万円 100％

（100％） 自動車販売及び自動車修理

株 式 会 社 f i k a 50百万円 100％ DVD、CDレンタル、書籍・雑誌販
売事業

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

（注）当社の議決権比率の（　）内は、間接所有割合で内数となっております。
③ その他
　該当事項はありません。
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⑷ 対処すべき課題
今後の経済環境につきましては、雇用・所得環境が改善されるなど、国内経済は景気回復へ

の期待が高まる一方、不安定な国際情勢を背景に原材料価格やエネルギー価格の高騰や為替変
動リスクにより、先行きは不透明な状況が続くものと予測されます。
このような状況のなか、当社グループは中期経営計画（2023年６月～2026年５月）の目標

達成に向け、コア事業を中心とした既存事業を安定させることで、業績の回復および財務体質
の改善を図り、企業価値の向上に繋げる取り組みを進めてまいります。

事業区分 事業内容
木 材 事 業 木材・建材資材等の販売

流 通 事 業 家具専門店、消費者ローン（自社ローン）、ＤＩＹ用品及び食料品の販
売、ＤＶＤ・ＣＤレンタル、書籍・雑誌販売事業

建 設 事 業 建設工事業
不 動 産 賃 貸 事 業 不動産の賃貸業
自 動 車 関 連 事 業 自動車販売及び自動車修理事業
そ の 他 事 業 住宅事業、損害保険代理店業、生命保険募集業及びリース業

⑸ 主要な事業内容（2025年５月31日現在）
　当社グループは、木材、流通、建設、不動産賃貸、自動車関連、その他事業を行っており、各
事業の内容は次のとおりであります。
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当
社

株 式 会 社 テ ー オ ー
ホ ー ル デ ィ ン グ ス 本社 北海道函館市港町３丁目18番15号

子
会
社

株式会社テーオーフォレスト

本社 北海道函館市港町３丁目18番13号

支店
函館支店、パネル工場（函館市）、札幌支店（札幌
市）、盛岡支店（盛岡市）、東京支店（東京都豊島
区）、九州支店（福岡県春日市）、青森営業所（青
森県上北郡七戸町）

株式会社テーオーリテイリング
本社 北海道函館市西桔梗町589番地124

店舗 イエローグローブ（ＤＩＹ用品販売）28店舗
テーオーストア（食料品販売）１店舗

株式会社テーオーデパート 本社 北海道函館市梁川町10番14号

株 式 会 社 テ ー オ ー 総 合 サ ー ビ ス 本社 北海道函館市港町１丁目17番８号

小 泉 建 設 株 式 会 社 本社 北海道函館市昭和３丁目36番13号

函 館 日 産 自 動 車 株 式 会 社 本社 北海道函館市石川町60番地

北 見 日 産 自 動 車 株 式 会 社 本社 北海道北見市常盤町６丁目２番10号

北見三菱自動車販売株式会社 本社 北海道北見市本町５丁目10番25号

オホーツクスズキ販売株式会社 本社 北海道北見市本町５丁目10番25号

株 式 会 社 f i k a 本社 北海道函館市港町３丁目18番15号

⑹ 主要な営業所等（2025年５月31日現在）
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事業区分 使　用　人　数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

木 材 事 業 42名 6名減

流 通 事 業 125名 9名減

建 設 事 業 19名 －

不 動 産 賃 貸 事 業 0名 －

自 動 車 関 連 事 業 231名 8名減

そ の 他 事 業 40名 －

合　　　計 457名 23名減

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

26名 1名増 42歳6ヶ月 12年6ヶ月

⑺ 使用人の状況（2025年５月31日現在）
① 当社グループの使用人の状況

（注）１．使用人数には、パートタイマー及びアルバイトは含んでおりません。
２．木材事業における使用人数が前連結会計年度と比べて6名減少しております。その主な理由は定年退

職によるものです。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数には、パートタイマー及びアルバイトは含んでおりません。

借　入　先 借入金残高
（百 万 円）

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 6,085
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,412
株 式 会 社 青 森 み ち の く 銀 行 1,140
株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 900
株 式 会 社 北 洋 銀 行 642

⑻ 主要な借入先の状況（2025年５月31日現在）
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① 発行可能株式総数 22,000,000株
② 発行済株式の総数 8,926,896株（自己株式2,518,239株含む）
③ 株主数 11,065名

株　主　名 持株数 持株比率
小 笠 原 　 康 　 正 863千株 13.48％
損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 485千株 7.57％
小 笠 原 　 勇 　 人 370千株 5.77％
小 笠 原 　 　 　 正 365千株 5.70％
テ ー オ ー 取 引 先 持 株 会 318千株 4.96％
株 式 会 社 北 海 道 銀 行 313千株 4.89％
株 式 会 社 エ イ チ ・ ア ン ド ・ エ イ 300千株 4.68％
一般財団法人小笠原アカデミー教育振興財団 196千株 3.06％
稲 　 田 　 仁 　 美 100千株 1.56％
株 式 会 社 エ ス イ ー シ ー 100千株 1.56％

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2025年５月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）１. 当社は自己株式2,518,239株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３. 持株比率は小数第３位以下を切り捨てて表示しております。

⑵ 新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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会社における地位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長 小 笠 原 　 康 　 正 小泉建設株式会社代表取締役会長

株式会社テーオーフォレスト取締役会長
取 締 役 副 社 長 疋 田 一 晶 株式会社テーオーデパート代表取締役社長

株式会社テーオー総合サービス取締役
取 締 役 専 務 小 笠 原 　 翔 　 大 株式会社テーオーフォレスト代表取締役社長

株式会社ｆｉｋａ代表取締役社長
株式会社テーオーリテイリング取締役
函館日産自動車株式会社取締役
北見日産自動車株式会社取締役
北見三菱自動車販売株式会社取締役
函館中央三菱自動車販売株式会社取締役

取 締 役 西 谷 英 樹 株式会社テーオーリテイリング代表取締役社長
取 締 役 亀 田 文 雄 函館日産自動車株式会社代表取締役社長
取 締 役 米 塚 茂 樹 米塚茂樹法律事務所　所長
取 締 役 佐 藤 　 等 アウル税理士法人　代表社員
取 締 役 田 矢 徹 司 株式会社ホワイトウッド　代表取締役
常 勤 監 査 役 和 　 泉 　 日 路 志
監 査 役 宮 　 川 　 富 　 孝 宮川富孝税理士事務所・宮川富孝行政書士事務所　所長
監 査 役 髙 　 橋 　 悠 　 一 公認会計士髙橋悠一事務所　所長

⑶ 会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2025年５月31日現在）

（注）１. 取締役米塚茂樹氏、佐藤等氏、田矢徹司氏は社外取締役であります。
２. 監査役宮川富孝氏、髙橋悠一氏は社外監査役であります。
３. 監査役宮川富孝氏は、税理士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４. 監査役髙橋悠一氏は、公認会計士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
５. 当社は取締役米塚茂樹氏及び佐藤等氏、監査役宮川富孝氏及び髙橋悠一氏を東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

② 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の3に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し
ております。当該保険契約では、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責
任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について填補されることとな
ります。
　当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社取締役及び監査役、並びに子会社取締役であ
り、すべての被保険者について、特約部分も含め保険料の全額を当社が負担しております。
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③ 取締役及び監査役の報酬等
1）取締役報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年２月21日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の決定方針
を決議しております。取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおり
です。

イ．基本方針
　当社の取締役の報酬は、徹底した透明性の確保と長期的・安定的な株主利益の確保を前
提として決定されるものとし、個々の取締役の各職責を踏まえた適正な水準とすることを
基本方針としております。

ロ．取締役の個人別の報酬等の決定に関する方針
　当社の取締役の報酬は、月例の固定報酬及び賞与で構成され、内規に基づき、役位、職
責に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案し
たうえで、社外取締役を構成員に含む任意の社内報酬委員会が個人別の報酬額を取締役会
に内申し、取締役会において個人別の報酬額を決定するものとしております。賞与につい
ては、内規に基づく基準に達した場合に支給するものとしております。

ハ．当事業年度に係る個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものと取締役会が判断した理由
　取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、公正性と透明性を確保するため、
社外取締役を構成員に含む任意の社内報酬委員会が、決定方針との整合性を含め多角的な
検討を行い審議したうえで、個人別の報酬額を取締役会に内申し、取締役会が当該内申を
尊重して決定していることから、その内容は決定方針に沿うものであると判断しておりま
す。
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区　分 報酬等の総額 基本報酬 対象となる
役員の員数

取　締　役
（うち社外取締役）

50,130千円
(6,480)

50,130千円
(6,480)

8名
(3)

監　査　役
（うち社外監査役）

7,200千円
(3,600)

7,200千円
(3,600)

3名
(2)

合　　　計
（うち社外役員）

57,330千円
(10,080)

57,330千円
(10,080)

11名
(5)

2）当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 取締役の報酬限度額は、2017年８月24日開催の第63回定時株主総会において年額150,000千円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取
締役の員数は５名（うち社外取締役３名）です。

３. 監査役の報酬限度額は、2017年８月24日開催の第63回定時株主総会において年額24,000千円以内と
決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は3名です。

４. 社外役員が親会社又は子会社等から受けた役員報酬の総額
　　該当事項はありません。

④ 当事業年度に支払った役員退職慰労金
該当事項はありません。

⑤ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・取締役米塚茂樹氏は、米塚茂樹法律事務所の所長であります。当社と兼職先との間には特
別の関係はありません。

・取締役佐藤等氏は、アウル税理士法人の代表社員であります。当社と兼職先との間には特
別の関係はありません。

・取締役田矢徹司氏は、株式会社ホワイトウッドの代表取締役であります。当社と兼職先と
の間には特別の関係はありません。

・監査役宮川富孝氏は、宮川富孝税理士事務所・宮川富孝行政書士事務所の所長でありま
す。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役髙橋悠一氏は、公認会計士髙橋悠一事務所の所長であります。当社と各兼職先との
間には特別の関係はありません。

－ 15 －



区分及び氏名 出席状況、発言状況及び
社外役員に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 米　塚　茂　樹

当事業年度に開催された取締役会17回の全てに出席いたしました。
主に弁護士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性に関して
客観的な立場により適宜必要な発言を行っております。また、当社の企業法
務やコンプライアンスについて適宜、必要な発言を行うとともに、独立的な
視点による経営監視機能の観点から社外取締役に期待される役割を適切に果
たしております。

取締役 佐　藤　　　等

当事業年度に開催された取締役会17回の全てに出席いたしました。
主に公認会計士・税理士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥
当性に関して客観的な立場により適宜、必要な発言を行うとともに、独立的
な視点による経営監視機能の観点から社外取締役に期待される役割を適切に
果たしております。

取締役 田　矢　徹　司

当事業年度に開催された取締役会17回中の全てに出席いたしました。
主に会社経営者としての豊富な知識と業務経験、幅広い見識から、取締役会
の意思決定の妥当性に関して客観的な立場により適宜、必要な発言を行うと
ともに、経営的側面による経営監視機能の観点から社外取締役に期待される
役割を適切に果たしております。

監査役 宮　川　富　孝

当事業年度に開催された取締役会17回の全てに出席いたしました。また、
監査役会13回の全てに出席いたしました。
主に税理士及び行政書士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥
当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監査役会にお
いて審議等に必要な発言を適宜行っております。

監査役 髙　橋　悠　一

当事業年度に開催された取締役会17回中、16回に出席いたしました。ま
た、監査役会13回中、12回に出席いたしました。
主に公認会計士及び税理士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監査役会に
おいて審議等に必要な発言を適宜行っております。

ロ. 当事業年度における活動状況

⑥ 責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外取締役及び社外監査役として優秀な人材を迎えることができるよう、また、そ
の期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結することができる旨を定款に定めております。当該定款に基づき、当社は各社外取
締役及び各社外監査役と責任限定契約を締結しております。当該契約における損害賠償責任の
限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額であります。
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 56,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金額その他の財産上の利益の合計額 61,400千円

⑷ 会計監査人の状況
① 名称　　　監査法人銀河

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、取
締役、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の監
査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積りの算出根拠などを検討して会計監
査人の報酬等について同意しております。

　　③ 非監査業務の内容
　　　　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定します。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号の規定に定める項目に該当する
と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会
計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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⑸ 業務の適正を確保するための体制
　　　当社の業務の適正を確保するための体制の整備について、「内部統制システム構築の基本方

針」として取締役会で決議した内容は次のとおりであります。
　　　①　当社及び当社子会社（以下、「当社グループ」とする）の取締役及び使用人の職務の執行

が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　　　　当社グループの取締役及び使用人が法令、定款及び企業倫理等を遵守した職務執行を行う

ための行動規範となるコンプライアンスに関する規程を定め、当社グループの取締役及び使
用人にコンプライアンスに対する認識を浸透させる。また、その徹底を推し進めるためにコ
ンプライアンス室、監査部及び監査役が、それぞれ連携してコンプライアンス体制を統括す
るものとし、維持、整備及び強化を行うものとする。

　　　②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規程に基づき、その記録媒体に応じ
て適切に保存及び管理を行い、監査役がこれらの文書の保存及び管理が諸規程に準拠して行
われているかを監査するものとする。

　　　③　当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　損失の危険の管理に関する事項については、事業上のリスク管理に関する基本方針、管理
体制等の社内規程を定め、これに基づいたリスク管理体制を構築し、適切なリスク管理を行
う。また、当社グループにおける重大なリスクが発生した場合、速やかに担当取締役を決定
し、迅速な対応を行い損失を最小限に抑える体制とする。

　　　④　当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制として、取締役会を定
例で毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、当社グループの重要事項
に関する意思決定を行う。また、取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌規
程及び職務権限規程において、執行手続の詳細を定めるものとする。

　　　⑤　会社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　グループ会社を含む企業集団としての業務の適正を確保するために、グループ会社を含め
た会議を定例で毎月１回開催し、企業経営に係る重要な事項を協議し、業績などの報告を受
け、企業集団としての連携体制を確立するものとする。
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　　　⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項並びに当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保
に関する事項
　当社は、監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を配置し当該使用人に
対する指揮命令は監査役の指示に従うものとする。また、配置される使用人の任命、異動及
び人事考課等については、監査役の意見を尊重して決定し、その独立性を確保するものとす
る。

　　　⑦　当社グループの取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制その他の監査役
への報告に関する体制及び当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないこと
を確保するための体制
　当社グループの取締役及び使用人は、当社の監査役に対して、法定の事項に加え、当社の
事業活動又は業績に著しい影響を与えるおそれのある重要な事項について、速やかに報告す
るものとする。また、前記にかかわらず、当社の監査役は必要に応じて取締役及び使用人に
報告を求めることができるものとする。なお、この場合当社の監査役に報告を行った当社グ
ループの取締役及び使用人が、報告をしたことを理由としていかなる不利な取り扱いをして
はならないものとする。

　　　⑧　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、当社の監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払等の請求をしたとき
は、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は
債務を処理する。

　　　⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、当社の取締役会に出席し、かつ、必要に応じて、社内の重要な会議に出席する
ことができる。監査役は取締役の職務の執行に係る文書のほかに稟議書等の業務執行に係る
重要な文書を閲覧できるものとする。

　　　⑩　反社会的勢力を排除するための体制
　当社グループで定めている行動規範（コンプライアンス・プログラム）で明示している。
反社会的勢力に対して毅然とした態度で対応し、関係を遮断することを基本としている。ま
た、反社会的勢力からの要求には応じない。法令や企業倫理に反した事業活動を行わないこ
とを指導するとともに内部通報規程を整備している。
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⑹ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　　①　取締役の職務の執行について

　取締役会は、社外取締役3名を含む取締役8名で構成されております。当事業年度において
取締役会を17回開催し、経営上の重要事項に関する決定及び業務執行の健全かつ適正な運営
を徹底しております。また、取締役会には常勤監査役及び社外監査役が出席し、取締役の職務
執行の適法性について確認及び提言を行っております。

　　②　コンプライアンス・リスク管理について
　当社では、「コンプライアンス基本方針」を掲げ、役職員の行動については「コンプライア
ンス行動規範」を定めるとともに、教育・研修等を定期的に実施することでコンプライアンス
に対する意識の向上を図っております。併せて、内部通報制度の相談窓口（コンプライアン
ス・ホットライン）の設置等により、コンプライアンス違反行為や疑義に対する体制を整備し
ております。
　リスク管理についてはリスクマネジメント基本規程に基づき、各部門が担当事業及び業務に
関わるリスクマネジメントを行い、リスク発生の回避、損失の極小化のための必要な措置を講
じることにしております。また、将来的に全社の経営に影響を及ぼす重要案件に関しては、リ
スクマネジメント委員会において、評価および回避措置の指導監督を行うことにしており、必
要に応じて取締役会に報告のうえ、指示・助言を受ける体制としております。
　なお、大規模災害等の緊急事態が生じた場合は、社⾧を最高責任者とする緊急対策本部を設
置のうえ対応することとしております。

　　③　監査役の職務の執行について
イ．監査役は、当社の代表取締役、取締役、幹部社員及び当社の子会社の取締役を対象に面談
を行いました。

ロ．監査役会は、代表取締役、会計監査人との間でそれぞれ定期的に意見交換を行いました。
ハ．監査役は、当社の内部監査部門である監査部及び総務人事部との間で積極的な連携を図る
ため、定期的に会合を開催しました。

　　④　内部監査の実施について
　内部監査実施計画に基づき、当社監査部を中心として当社の業務プロセスについての業務監
査を実施するとともに、当社の子会社の内部監査を実施しました。

　　⑤　財務報告に係る内部統制について
　当社及び子会社の全社統制の整備と運用状況の評価を実施しました。なお、当事業年度にお
いては、内部統制に関する評価範囲の見直しはありません。
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　　⑥　反社会的勢力排除について
　お取引様との契約書及びお客様向けのご利用規約などに、反社会的勢力排除に関する記載を
盛り込むとともに、従業員に対し倫理・行動規範の教育をすることで、反社会的勢力排除につ
いての意識醸成に努めました。
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（2025年５月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　  産 　  の 　  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
営 業 貸 付 金
商 品 及 び 製 品
販 売 用 不 動 産
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 成 工 事 支 出 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
賃 貸 用 資 産
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

8,034,781
683,490

1,303,972
451,341

3,950,140
1,180,746

40,173
72,360

419,043
△66,486

8,968,117
8,114,033
1,966,465
436,383

2,263,388
3,012,571
400,184
35,039
86,215
86,215

767,869
74,442
86,651

190,788
542,843

△126,856　

（ 負　  債 　 の 　  部 ）
流 動 負 債 10,437,912

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,487,222
短 期 借 入 金 6,321,269
リ ー ス 債 務 127,834
未 払 法 人 税 等 29,675
賞 与 引 当 金 110,002
債 務 保 証 損 失 引 当 金 290,000
完 成 工 事 補 償 引 当 金 3,582
利 息 返 還 損 失 引 当 金 10,597
そ の 他 1,057,729

固 定 負 債 5,965,325
長 期 借 入 金 4,700,071
リ ー ス 債 務 376,937
長 期 預 り 保 証 金 209,996
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 63,734
退 職 給 付 に 係 る 負 債 353,559
そ の 他 261,027
負 債 合 計 16,403,238

（純　資　産　の　部）
株 主 資 本 336,813

資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 1,541,190
利 益 剰 余 金 △134,653
自 己 株 式 △1,169,722

その他の包括利益累計額 124,705
その他有価証券評価差額金 34
退職給付に係る調整累計額 124,670

非 支 配 株 主 持 分 138,142
純 資 産 合 計 599,661

資 産 合 計 17,002,899 負 債 ・ 純 資 産 合 計 17,002,899

連 結 貸 借 対 照 表
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( 2024年 6 月 1 日から
2025年 5 月31日まで )

（単位：千円）
科目 金額

売 上 高 24,188,270
売 上 原 価 18,421,796

売 上 総 利 益 5,766,474
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,544,291
営 業 利 益 222,183

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 9,028
受 取 保 険 金 24,832
受 取 手 数 料 13,963
仕 入 割 引 9,330
そ の 他 26,621 83,777

営 業 外 費 用
支 払 利 息 160,063
そ の 他 41,467 201,530
経 常 利 益 104,429

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 4,352 4,352

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 480
減 損 損 失 11,174 11,655

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 97,127
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 67,566
法 人 税 等 調 整 額 23,207 90,774
当 期 純 利 益 6,352
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 13,937
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 7,585

連 結 損 益 計 算 書
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( 2024年 6 月 1 日から
2025年 5 月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 100,000 1,642,682 △228,560 △1,169,717 344,404
当 期 変 動 額

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 損 失 △7,585 △7,585

自 己 株 式 の 取 得 △5 △5

欠 損 填 補 △101,492 101,492 －

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) －

当 期 変 動 額 合 計 － △101,492 93,906 △5 △7,590
当 期 末 残 高 100,000 1,541,190 △134,653 △1,169,722 336,813

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 40 108,922 108,963 152,228 605,596
当 期 変 動 額

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 損 失 △7,585

自 己 株 式 の 取 得 △5

欠 損 填 補 －

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △6 15,748 15,742 △14,086 1,655

当 期 変 動 額 合 計 △6 15,748 15,742 △14,086 △5,935
当 期 末 残 高 34 124,670 124,705 138,142 599,661

連結株主資本等変動計算書
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（2025年５月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　  産 　  の 　  部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
販 売 用 不 動 産
前 渡 金
前 払 費 用
関 係 会 社 貸 付 金
立 替 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
車 両 運 搬 具
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品
賃 貸 用 資 産
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

2,379,176
104,118

760
1,180,746

49,090
11,999

950,651
31,907
81,087

△31,185
8,773,789
6,098,503

986,710
401

2,528
2,264

2,166,337
2,930,835

9,425
22,232
7,113
285

14,761
72

2,653,053
71,049

2,548,702
9,314

18,581
5,460
△55　

（ 負 　  債 　  の 　  部 ）
流 動 負 債 6,977,194

短 期 借 入 金 5,096,298
1年内返済予定の長期借入金 1,484,666
未 払 金 56,359
未 払 法 人 税 等 1,032
未 払 費 用 11,463
リ ー ス 債 務 9,762
前 受 金 19,577
預 り 金 3,841
債 務 保 証 損 失 引 当 金 290,000
そ の 他 4,194

固 定 負 債 3,894,312
長 期 借 入 金 3,541,835
長 期 預 り 保 証 金 187,515
退 職 給 付 引 当 金 40,248
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 7,400
リ ー ス 債 務 17,303
資 産 除 去 債 務 88,574
長 期 前 受 収 益 9,168
そ の 他 2,266
負 債 合 計 10,871,506

（純　資　産　の　部）
株 主 資 本 281,459

資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 1,255,358
そ の 他 資 本 剰 余 金 1,255,358

利 益 剰 余 金 63,121
そ の 他 利 益 剰 余 金 63,121
繰 越 利 益 剰 余 金 63,121

自 己 株 式 △1,137,020
純 資 産 合 計 281,459

資 産 合 計 11,152,966 　 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,152,966

貸　借　対　照　表
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( 2024年 6 月 1 日から
2025年 5 月31日まで )

（単位：千円）
科目 金額

売 上 高 903,053
売 上 原 価 335,065
売 上 総 利 益 567,987
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 412,994
営 業 利 益 154,993

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 12,307
受 取 保 険 金 8,816
受 取 手 数 料 8,762
受 取 賃 貸 料 1,754
そ の 他 1,087 32,728

営 業 外 費 用
支 払 利 息 130,395
そ の 他 175 130,571
経 常 利 益 57,150

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 4,352 4,352

特 別 損 失
関 係 会 社 株 式 評 価 損 25,170
固 定 資 産 除 却 損 0 25,170

税 引 前 当 期 純 利 益 36,332
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △26,789 △26,789
当 期 純 利 益 63,121

損　益　計　算　書
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( 2024年 6 月 1 日から
2025年 5 月31日まで )

（単位：千円)
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金 利益剰余金
　合　　　計別 　 　 途

積  立  金
繰 越 利 益
剰  余  金

当 期 首 残 高 100,000 1,167,443 189,406 1,356,850 20,500 △121,992 △101,492
当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 63,121 63,121
自 己 株 式 の 取 得
欠 損 填 補 △1,167,443 1,065,951 △101,492 △20,500 121,992 101,492

当期変動額合計 － △1,167,443 1,065,951 △101,492 △20,500 185,114 164,614
当 期 末 残 高 100,000 － 1,255,358 1,255,358 － 63,121 63,121

株 主 資 本
純 資 産 合 計自己株式 株主資本

合　　計
当 期 首 残 高 △1,137,014 218,343 218,343
当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 63,121 63,121
自 己 株 式 の 取 得 △5 △5 △5
欠 損 填 補

当期変動額合計 △5 63,116 63,116
当 期 末 残 高 △1,137,020 281,459 281,459

株主資本等変動計算書
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独立監査人の監査報告書
2025年7月24日

株式会社テーオーホールディングス
取　締　役　会　御中

監査法人銀河
北海道事務所
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柄 澤 　 明

業 務 執 行 社 員 公認会計士 弓 立 恵 亮
　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社テーオーホールディングスの2024年６
月１日から2025年５月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社テーオーホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。
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・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関す
る連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明するこ
とが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将
来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並
びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任が
ある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 30 －



独立監査人の監査報告書
2025年７月24日

株式会社テーオーホールディングス
取　締　役　会　御中

監査法人銀河
北海道事務所
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柄 澤 　 明

業 務 執 行 社 員 公認会計士 弓 立 恵 亮
　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社テーオーホールディングスの
2024年６月１日から2025年５月31日までの第71期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職　　　　　　　
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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　　・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

　　・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに
計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2024年６月１日から2025年５月31日までの第71期事業年度における取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。
１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人銀河の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果
会計監査人監査法人銀河の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年７月25日

株式会社テーオーホールディングス　監査役会
常 勤 監 査 役 和 泉 日 路 志 ㊞
社 外 監 査 役 宮 川 富 孝 ㊞
社 外 監 査 役 髙 橋 悠 一 ㊞

　
以　上
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株主総会参考書類
第１号議案 剰余金の処分の件

当社の配当政策につきましては、株主の皆様に対する利益還元を最優先課題と位置づけてお
り、かつ、着実な業績の向上を図りながらそれに応じた適正な配当を行うことを基本方針として
おります。第71期の期末配当は、当事業年度の業績及び財務政状況を総合的に勘案し、次のと
おりとさせていただきたいと存じます。
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社株式１株につき金0.5円といたしたいと存じます。
この場合の配当総額は3,204,329円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2025年８月28日といたしたいと存じます。
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候補者
番　号

１

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

お

小
がさ

笠
わら

原
 

　
やす

康
 

　
まさ

正

生年月日
1956年７月12日生

所有する当社株式の数
877,861株

    1982年    4 月 当社入社
    1982年    6 月 当社取締役
    1988年    6 月 当社常務取締役
    1994年    8 月 当社専務取締役
    2000年    8 月 当社取締役副社長
    2004年    8 月 当社代表取締役社長（現任）
    2013年    8 月 当社全社統括
    2019年    8 月 株式会社テーオーフォレスト　代表取締役社長
    2021年    7 月 小泉建設株式会社　代表取締役会長（現任）

2024年    7 月 株式会社テーオーフォレスト　取締役会長（現任）

取締役候補者とした理由
　小笠原康正氏は、当社に入社以来、要職を歴任した後、2004年８月よ
り代表取締役社長を務めており、企業経営者としての豊富な経験と実績を
有していることから、重要事項の決定及び業務執行の監督において重要な
役割を果たし、更なる企業価値の向上が期待できるものと判断し、取締役
候補者といたしました。

　

候補者
番　号

２

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

ひき

疋　
た

田
 

 
 

 
かず

一　
あき

晶

生年月日
1964年３月30日生

所有する当社株式の数
－株

    2009年    7 月 株式会社北海道銀行恵庭エリア統括兼恵庭支店長
    2018年    6 月 同行　執行役員　東京支店長
    2021年    6 月 同行　執行役員　札幌・石狩、空知地区営業担当兼営業本部
    2022年    7 月 当社顧問
    2022年    7 月 株式会社テーオーデパート取締役
    2022年    7 月 株式会社テーオー総合サービス取締役（現任）
    2022年    8 月 当社取締役副社長（現任）

2023年    9 月 株式会社テーオーデパート代表取締役社長（現任）

取締役候補者とした理由
　疋田一晶氏は、前職の金融機関において、豊富な知識と経験及び経営全
般に関する知識を有しており、また、会社経営者としての経験を有してい
ることから、重要事項の決定及び業務執行の監督において重要な役割を果
たし、更なる企業価値の向上が期待できるものと判断し、取締役候補者と
いたしました。

　

第２号議案 取締役７名選任の件
　　　当社の取締役８名全員は､本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、新た

に取締役７名の選任をお願いするものであります。
　　　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

3

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

お

小
がさ

笠
わら

原
 

 
 

 
しょう

翔
 

 
 

 
た

大

生年月日
1984年１月７日生

所有する当社株式の数
60,000株

    2012年    3 月 当社入社
    2016年    8 月 当社執行役員
    2018年    5 月 株式会社fika　代表取締役社長（現任）
    2018年    8 月 当社常務執行役員
    2020年    6 月 函館日産自動車株式会社　取締役（現任）
    2020年    8 月 株式会社テーオーリテイリング　取締役（現任）
    2020年    8 月 当社取締役専務（現任）
    2021年    6 月 北見日産自動車株式会社　取締役（現任）
    2021年    6 月 北見三菱自動車販売株式会社　取締役（現任）
    2021年    7 月 株式会社テーオーフォレスト　取締役

2024年    7 月 株式会社テーオーフォレスト　代表取締役社長（現任）

取締役候補者とした理由
　小笠原翔大氏は、当社に入社以来、経営企画部門に携わり経営戦略の立
案･遂行に関する経験、見識を有しており、また、会社経営者としての経
験と実績を有していることから、重要事項の決定及び業務執行の監督にお
いて重要な役割を果たし、更なる企業価値の向上が期待できるものと判断
し、取締役候補者といたしました。

　

候補者
番　号

4

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

にし

西
 

　
や

谷
 

　
ひで

英
 

　
き

樹

生年月日
1968年３月29日生

所有する当社株式の数
2,544株

    1986年    4 月 当社入社
    2013年    6 月 当社　流通事業部　イエローグローブ統括部長
    2014年    6 月 当社　流通事業部　イエローグローブ本部長
    2014年    8 月 当社執行役員　流通事業部　イエローグローブ本部長
    2015年    8 月 当社常務執行役員　流通事業部　イエローグローブ本部長
    2017年    2 月 株式会社テーオーリテイリング　代表取締役社長（現任）
    2019年    8 月 当社取締役（現任）

取締役候補者とした理由
　西谷英樹氏は、当社に入社以来、長年にわたり流通事業部のホームセン
ター部門を担当しており、2014年６月よりイエローグローブ本部長とし
て経営全般を統括していたこと、また、株式会社テーオーリテイリングの
代表取締役社長としての経験を有していることから、重要事項の決定及び
業務執行の監督において重要な役割を果たし、更なる企業価値の向上が期
待できるものと判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

5

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

かめ

亀
 

　
だ

田
 

　
ふみ

文　
お

雄

生年月日
1956年８月22日生

所有する当社株式の数
－株

    2004年    4 月 日産カレスト座間株式会社　常務取締役
    2005年    4 月 日産プリンス札幌販売株式会社　常務取締役
    2009年    4 月 九州日産株式会社　執行役員
    2011年    4 月 熊本日産自動車株式会社　常務取締役
    2013年    1 月 日産プリンス熊本販売株式会社　代表取締役社長
    2020年    4 月 函館日産自動車株式会社　代表取締役社長（現任）
    2021年    8 月 当社取締役（現任）

取締役候補者とした理由
　亀田文雄氏は、自動車事業において豊富な経験と専門知識を有してお
り、過去に日産プリンス熊本販売株式会社において代表取締役社長として
の経験も有していることから、重要事項の決定及び業務執行の監督におい
て重要な役割を果たし、更なる企業価値の向上が期待できるものと判断
し、取締役候補者といたしました。

　

候補者
番　号

6

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

さ

佐
 

　
とう

藤
 

　
 

　
 

 
ひとし

等

生年月日
1961年７月13日生

所有する当社株式の数
－株

    1987年    10月 札幌中央監査法人（現　有限責任あずさ監査法人）入所
    1990年    8 月 公認会計士登録
    1990年    9 月 佐藤等公認会計士事務所所長　（現任）
    1996年    12月 税理士登録
    2001年    8 月 Dサポート株式会社代表取締役（現任）
    2017年    8 月 当社社外取締役（現任）
    2021年    1 月 アウル税理士法人　代表社員（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　佐藤等氏は、公認会計士及び税理士として豊富な経験と専門的な知識を
有しており、当社に対する会計・税務面でのアドバイスを期待しておりま
す。また、会社経営に関与された経験を有しており、会社経営者としての
業務経験から当社の経営に対し的確な提言をいただけるものと判断し、社
外取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

7

略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

た

田　
や

矢　
てつ 

徹　
 じ

司

生年月日
1963年12月14日生

所有する当社株式の数
－株

    1987年    4 月 株式会社富士銀行（現　株式会社みずほ銀行）入行
    1998年    6 月 メリルリンチ証券株式会社　入社
    2003年    4 月 株式会社産業再生機構　マネージングディレクター
    2007年    4 月 株式会社経営共創基盤　取締役マネージングディレクター
    2010年    6 月 株式会社レオパレス21　取締役
    2019年    12月 株式会社経営共創基盤　代表取締役CFOマネージングディ

レクター
    2021年    10月 株式会社ホワイトウッド　代表取締役（現任）
    2022年    8 月 当社社外取締役（現任）
    2023年    1 月 株式会社マネジメントソリューションズ　社外取締役（現

任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　田矢徹司氏は、会社経営者としての豊富な知識と業務経験、幅広い見識
を有していることから、当社の経営に対し的確な提言や取締役の職務執行
に対する監督、助言等いただくことに期待できるものと判断し、社外取締
役候補者といたしました。
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（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 社外取締役候補者に関する特記事項

⑴佐藤等氏は、社外取締役候補者であります。また、同氏の在任期間は本総会終結の時をもって8年と
なります。当社は佐藤等氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届
け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き同氏を独立役員とする予定であ
ります。

⑵田矢徹司氏は、社外取締役候補者であります。また、同氏の在任期間は本総会終結の時をもって3年
となります。なお、同氏の再任が承認された場合には、東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出る予定であります。

⑶当社は、佐藤等氏、田矢徹司氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会
社法第425条第１項に定める最低責任限度額であり、佐藤等氏、田矢徹司氏の再任が承認された場合
は、当該契約を継続する予定であります。

3.　当社は、会社法第430条の３に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、
本議案が原案どおり承認され、各候補者が取締役に就任した場合には、各候補者は当該保険契約の被
保険者となります。当該保険契約では、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこ
と、又は、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について填補する
こととされています。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害
は填補されないなど、一定の免責事由があります。保険料は特約部分も含め会社が全額負担しており
ます。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

4. 所有する当社株式の数には、役員持株会名義で所有する持分株式を含んでおります。
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氏名 社外役員

保有する知識・経験等
特記すべき
専門分野企業経営 業界知見

財務・
会計

法務コンプ
ライアンス

取締役

小笠原　康正 ● ● 木材事業関連

疋田　一晶 ● ●

小笠原　翔大 ● ●

西谷　英樹 ● ● 流通事業関連

亀田　文雄 ● ● 自動車事業関連

佐藤　　等 ● ● ●
公認会計士・税理
士

田矢　徹司 ● ● ●

監査役

和泉　日路志 ● ●

宮川　富孝 ● ● ● 税理士・行政書士

髙橋　悠一 ● ● ●
公認会計士・税理
士

（ご参考）
取締役及び監査役の保有する知識・経験等・特記すべき専門分野等の一覧表（スキル・マトリックス）

※上記一覧表は、各取締役及び各監査役候補者の有する全ての知見を表すものではありません。
以上
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株主総会会場ご案内図
会　場　ホテル函館ロイヤル　シーサイド　２階「ゴールデンホール」
所在地　北海道函館市大森町16番９号

電話（0138）26－8181

大門横丁

松風町
路面
電車

ホテル函館ロイヤル　シーサイド

北洋銀行北洋銀行
朝市朝市

ＪＲ函館駅ＪＲ函館駅
観光案内所
バスターミナル
観光案内所
バスターミナル

函館駅前函館駅前

魚市場通魚市場通

市役所前市役所前

函館市役所函館市役所 スーパーホテル
函館

ホテル
東横イン大門
ホテル

東横イン大門

スーパーホテル
函館


